母　子　グ　ル　ー　プ
１　検査事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　８６，５３３千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　８３，４３９千円

先天性代謝異常等検査事業

　　　フェニルケトン尿症等の先天性代謝異常症、先天性副腎過形成症及び先天性甲状腺機能低下症を早期に発見し、早期に適切な治療を行うため、新生児を対象とした血液によるマス・スクリーニング検査を実施　した。

　　　検査対象疾病　　先天性甲状腺機能低下症、先天性副腎過形成症、ガラクトース血症、アミノ酸代謝異常症、有機酸代謝異常症、脂肪酸β酸化異常症、その他のアミノ酸代謝異常症、その他の有機酸代謝異常症及びその他の脂肪酸β酸化異常症

　　　検査委託機関　　大阪母子医療センター

対象者　　大阪府内（大阪市及び堺市を除く）で出生した新生児で検査を希望するもの

・実施状況　　
	年　　度
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	検　査　件　数
	136,524
	134,802
	128,929

	
	先天性代謝異常症
先天性副腎過形成症
先天性甲状腺機能低下症
	44,862

46,238

45,424
	44,010

45,940

44,852
	42,235
44,015
42,679

	異常発見数（患者数）
	64(23)
	79(42)
	76(35)


○根拠法令等　厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知

大阪府先天性代謝異常等検査事業実施要綱

２　障がい・難病児等療育支援体制整備事業　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　１４，１３９千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　　６，６６２千円

　　　

保健所において、身体障がい児や慢性疾患児とその家族に対して、専門相談や保健師による訪問指導、患者・家族交流会を実施するとともに、地域での総合的な支援体制づくりを推進した。

・実施状況（被指導実人員）

	年　　度
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	身体障がい児の療育

指導人数
	専門相談
	1,025
	1,018 
	32

	
	患者・家族交流会
	108
	178 
	5

	慢性疾患児の療育指導人数
	専門相談
	2,040
	1,864
	132

	
	患者・家族交流会
	117
	187
	8


　　　　　

　　

○根拠法令等　児童福祉法
３　不妊対策事業（不妊専門相談センター事業等）（国庫補助金、補助率1/2）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　１０，４１２千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　１０，２９８千円

不妊に悩む人々の身体的・精神的負担の軽減と出産を望む人々への支援を図るため、不妊に関する専門的な相談窓口等の整備を行うとともに、不妊に関する総合的な支援のあり方について協議を行った。
また、令和元年12月から、大阪市との共同運営により相談機能の拡充を図った。

（１）　「不妊・不育にまつわる電話・面接相談」の実施

　　　・実施方法：（一財）大阪府男女共同参画推進財団に委託

　　　・相談件数
	年　　度
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	電　　話
	２４６
	３０１
	４０４

	面　　接
	２２
	３０
	３９

	計
	２６８
	　３３１
	　４４３


（２） 情報提供事業

「不妊専門相談センター」ホームページの運営

（3） 不妊セミナーやサポートグループ等の実施

（4） 不妊対策検討会の開催
○根拠法令等　大阪府不妊対策検討会設置要綱

４　特定不妊治療費助成事業（国庫補助金、補助率1/2）　　　　　　　予　算　額　　６９６，０９２千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　４５３，２２２千円

次世代育成支援の一環として、不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、医療保険が適用されず高額の医療費がかかる配偶者間の特定不妊治療に要する費用の一部を助成した。

· 助成内容：夫婦合算した前年の所得の合計額が730万円未満の法律上の夫婦１組につき、

治療１回につき15万円を限度に助成。(初回のみ30万円まで助成(治療方法C、F除く))また、男性不妊治療を行った場合はさらに15万円まで助成(初回のみ30万円まで助成（治療方法C除く))また、初回治療開始時の妻の年齢が40歳未満の場合は43歳になるまでに通算６回まで助成し、40歳以上の場合は43歳になるまでに通算3回まで助成する。
令和３年１月１日以降に治療が終わった方については、令和４年度からの医療保険適用を見据えつつ、助成額の増額、所得制限の撤廃、１子につき６回まで（妻の年齢が40歳以上の場合は3回）、事実婚関係も可とする拡充を行った。

· 助成承認状況

	年　　　度
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	申請件数
	３，５５３
	３，４２５
	２，４９９

	承認件数
	３，５４８
	３，４１７
	２，４９８


○根拠法令等　厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知

５　母性保護対策事業

　　母体保護法第１５条第１項の規定に基づき、受胎調節実地指導員の指定を行った。

　　　実施状況

　　（１）指定件数

	年　　度
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	府保健所扱い分
	３３
	２４
	１５

	大阪市　　〃
	１５
	１８
	９

	堺市　　　〃
	１４
	９
	４

	豊中市　　〃
	３
	２
	２

	高槻市　　〃
	３
	５
	３

	枚方市　　〃
	８
	０
	２


	東大阪市　〃
	３
	３
	１

	八尾市　　〃
	０
	２
	０

	寝屋川市　〃
	
	１
	０

	計
	７９
	６４
	３６


　　（２）受胎調節実地指導員指定等手数料（府保健所現金収入分を除く）

	年　　度
	平成30年度
	令和元年度
	令和2年度

	指定手数料
	4,000円
	53件
	212,000円
	48件
	192,000円
	19件
	76,000円

	指定証訂正手数料
	2,400円
	5件
	12,000円
	７件
	16,800円
	2件
	4,800円

	指定証再交付
	2,800円
	1件
	2,800円
	0件
	0円
	0件
	0円

	標識交付手数料
	3,100円
	0件
	0円
	0件
	0円
	0件
	0円

	標識再交付
	2,500円
	0件
	0円
	0件
	0円
	0件
	0円


○根拠法令等　母体保護法

大阪府衛生行政事務手数料条例

６　医療費の公費負担事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　１６５，３６６千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　１３８，９９６千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
平成２５年度に自立支援医療費（育成医療）支給事業及び未熟児養育医療給付事業は市町村へ事務を移管されたが、負担金として医療費に要する費用の１／４を支出した。

○根拠法令等　障害者総合支援法（負担率：国　１/２、府　１/４、市町村　１/４）
○根拠法令等　母子保健法（負担率：国　１/２、府　１/４、市町村　１/４）
７　児童虐待発生予防対策事業（国庫補助金、補助率10/10・1/2）

　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　７，６３０千円

　　　決　算　額　　７，６３０千円

予期しない妊娠・出産に悩む妊婦等の社会的ハイリスク妊婦に対し、電話相談やメール相談により情報提供や必要な支援に繋ぐ等、妊婦の孤立化を防ぎ、児童虐待予防に資すること目的に「にんしんＳＯＳ」相談事業を実施した。

・にんしんＳＯＳ相談実績
	年　度
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	実件数
	１，７４８
	１，５５５
	９２７

	延べ件数
	４，７２８
	４，５７７
	２，５７５


８　周産期医療対策事業

　　府内における安定的な周産期医療体制を確保するために、平成３０年３月に策定した大阪府医療計画（平成３０年度より周産期医療体制整備計画と医療計画を一本化）に基づいた周産期緊急医療体制の整備をはじめ、周産期医療体制の整備・充実を図った。

(1) 周産期医療体制整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　１６２，３１２千円

　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額  　１４９，３５５千円

低出生体重児など重症新生児や重篤な妊産婦の集中治療施設を有する専門医療機関へ緊急に搬送し、適切な医療が受けられる体制（産婦人科診療相互援助システム（ＯＧＣＳ）及び新生児診療相互援助システム（ＮＭＣＳ））を確保するため大阪府医師会に補助を行った。

　　　 また、国の周産期医療対策事業実施要綱に基づく周産期医療ネットワーク整備、周産期医療関係者に対する研修、啓発普及、調査・研究を大阪府医師会に委託した。

かかりつけ医をもたない未受診妊産婦等の産婦人科救急搬送を休日・夜間等に受け入れる体制を（一社）大阪府医師会に委託し、当番制により医療機関を確保した。

　

周産期緊急医療活動実績（ＯＧＣＳ及びＮＭＣＳによる受入実績）

	平成３０年度
	令和元年度
	令和２年度

	３，０２７件
	３，０６２件
	３，０１８件


(2) 周産期母子医療センター運営事業

　　　予　算　額　　６６７，４２１千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　６４０，６２３千円

　　 高度専門的な周産期医療を効果的に提供する体制を整備することにより、安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの一環として、周産期母子医療センターの運営費に対し、助成を行った。

（3）周産期緊急搬送コーディネーター設置事業

予　算　額　　３９，０２４千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　３９，０２４千円

　　  府内の緊急搬送が必要なハイリスク妊産婦の搬送先調整を担う専任医師をコーディネーターとして大阪母子医療センターに配置し、緊急搬送の円滑化に努めた。

９　旧優生保護法一時金請求受付・相談等支援事業
　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　５，８７５千円

　　　決　算　額　　２，６６６千円

「旧優生保護法一時金支給法」に基づく一時金請求やこれに係る相談を受け付けるとともに、請求内容の調査や支給対象となりうる方へ情報が届くよう積極的な周知・広報を行った。
10　妊婦総合対策事業（新型コロナウイルスへの対応）（国庫補助金、補助率10/10）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　３０９，０５３千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　　２２，４９２千円

新型コロナウイルス感染症により不安を抱える妊婦の不安解消を図るため、本人が希望する場合、分娩前に実施するＰＣＲ検査費用を助成した。
また、新型コロナウイルスに感染した妊産婦に対し、退院後、助産師等が定期的な自宅への訪問や電話等により、不安や孤立感の解消、育児技術の提供など寄り添ったケア支援を実施した。
（1） 「分娩前ウイルス検査」の実施

・助成内容：新型コロナウイルス感染症に対し無症状かつ不安を抱える妊婦に対し、一人１回に限り２万円を限度に助成。

・助成承認状況

	年　　　度
	令和２年度

	承認件数
	1,012

	助成金額
	20,221,835


○根拠法令等　厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知

（２） 寄り添い型支援
・実施方法：（公社）大阪府助産師会に委託

　　　・相談件数
	年　　度
	令和２年度

	相　談　件　数
	１

	相　談　回　数（1人当たり）
	３


